定期申請書記載様式
申請番号　： 

申請年月日：平成　年　月　日

日本検査株式会社
代表取締役社長　野呂　克彦殿
　　　　　　　　　　　　

　　　　　　定期安全管理審査申請書（火力、燃料電池）　　　　
住　所：〒
　　　　　　　　　　　　
氏　名：
電気事業法第55条第4項の規定により次のとおり審査を受けたいので申請します。
	審査を受けようとする組織の名称　　
	(名称)　
(住所) 〒　


	定期事業者検査の協力事業者の名称
(複数の場合はすべて記載：別紙添付可)

	(名称)　
(住所)　〒
　
　　　　　　

(委託している業務の内容) 

	定期事業者検査対象電気工作物の種類、
施設番号、容量等
(名称及び数量：別紙添付可)　　
	

	定期事業者検査の実施場所及び当該
検査記録の保管場所　　
(複数の場合はすべて記載：別紙添付可)
	(名称)　

(住所) 〒 
　

	施行規則第94条の5に掲げる組織
の区分　
(時期変更承認の有無)     
	（現在の組織）　　　　　号組織
（希望の組織）　　　　　号組織
（□有、　　　□無）

	前回の事業者検査が終了した日
	平成　年　月 　日　

	前回評定通知の年月日及びその番号
	平成　年　月 　日

	定期事業者検査の実施(予定)期間　 
	平成  年  月  日 ～ 平成  年  月 日

	審査希望日　
	平成　年  月  日

	溶接事業者検査実施状況に係る結果
確認の要否
	□要　　　　　□否

	添付資料
	□委任状(の写し)　　
□定期事業者検査要領書等の写し　
□定期事業者検査計画書

□溶接事業者検査記録（総括表）
□時期変更承認時の条件に対する適合証明資料　


定期申請書記載様式
申請番号　： 29定期第***　 ①
申請年月日：平成**年**月**日

日本検査株式会社
代表取締役社長　野呂　克彦殿
＊＊＊＊株式会社
代表取締役＊＊ ＊＊印 ②
 定期安全管理審査申請書（火力、燃料電池）
電気事業法第55条第4項の規定により次のとおり審査を受けたいので申請します。
	審査を受けようとする組織の名称
　　　     ③
	(名称)　＊＊＊株式会社 ＊＊＊発電所
(住所)　〒***-***　
＊＊市＊＊＊町＊＊番地

	定期事業者検査の協力事業者の名称
(複数の場合は全て記載：
別紙添付可)
                            ④
	(名称)　＊＊工業株式会社＊＊工場
(住所)　〒***-****
　　　　＊＊市＊＊＊ 町＊＊ 番地
 (委託している業務の内容) 定期事業者検査業務

	定期事業者検査対象電気工作物の
種類、施設番号、容量等
(別紙添付可)　 ⑤
	１）No.4号ボイラ－及びその附属設備　 　150t/h
２）No.2号蒸気タービン及びその附属設備 50,000 kW

	定期事業者検査の実施場所及び
当該検査記録の保管場所　　   ⑥
(複数の場合は全て記載：別紙添付可)
	(名称)　＊＊＊株式会社 ＊＊＊発電所
(住所)　〒***-*** 
　　　　＊＊市＊＊＊ 町＊＊ 番地

	施行規則第94条の5に掲げる
組織の区分　　　　　　　　　 ⑦
(時期変更承認の有無)     
	（現在の組織）　　　　　６号組織
（希望する組織）　　　　＊号組織
□有　　　　　■無

	前回の事業者検査が終了した日
	１）平成 **年 **月 **日

２）平成 **年 **月 **日

	前回評定通知の年月日及びその番号
	平成 **年 **月 **日、****関東電安第****号

	定期事業者検査の実施(予定)期間　
    ⑧
	１）平成 **年 **月 **日 ～ 平成 **年 **月 **日

２）平成 **年 **月 **日 ～ 平成 **年 **月 **日

	審査希望日　
	平成 **年 **月 **日

	溶接事業者検査実施状況に係る結果
確認の要否　                 ⑨
	□要　　　　　■否

	添付資料（２部添付）
	□委任状(の写し)　　
■定期事業者検査要領書等の写し            　⑩
■定期事業者検査計画書

□溶接事業者検査記録（総括表）              ⑪
□時期変更承認時の条件に対する適合証明資料　⑫


定期安全管理審査申請書記入例についての注記

① 申請者が任意に定めた文書番号を記入して下さい。
② 定期安全管理審査を申請する当該発電設備の設置者の代表権を有する方の名称　　　　　　　　　　（例 **市長****、代表取締役 ****等）

ただし､当該代表権を有する方の委任を受けて申請する場合には、当該受任者に対する委任状を添付して下さい。

③　定期事業者検査組織の名称は、保安規程を届出している組織と同じ名称及び住所をご記入下さい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
④　定期事業者検査業務を委託している場合にのみ記載して下さい。　　　　　　　　　　　　　　　　(事業者検査の最終合否判定を実施していない事業者及び事業者検査以外の工事施工等のみを委託している事業者は該当しません。）

⑤　事業者検査の対象である全ての電気工作物についてその種類、施設番号及び各設備の容量等を施設番号別に記載して下さい。
ここで、種類とは、施行規則第94条第１項の種類区分(例えば、ボイラー及びその附属設備等)を、施設番号とは、各発電設備に付けられた番号です。
なお、６号組織において、事業者検査終了日が異なる複数の電気工作物の同時受審が認められる範囲は、１番最初に検査が終了した電気工作物の検査終了日と受審日の間隔が3ヶ月内の範囲です。
⑥　定期事業者検査の場所が複数の場合には、その全ての事業者検査実施場所を記入して下さい。ただし、検査を発電所外へ持出して実施しているが、持出し先での検査を含む全ての定期事業者検査を発電所において再度実施し、当該発電所での検査を正式の検査としている場合は、発電所のみが事業者検査実施場所です。
⑦　今回の審査で取得を希望する組織が6号組織以外である場合は、各組織毎に別途準備すべき資料が異なりますので、当社安全管理審査室（電話：03-3537-3664）までご相談下さい。なお、各組織毎の受審時期は下記のとおりです。
1号組織：前回の評定結果の通知を受けた日から６年３月を超えない時期 

2 号組織：前回の評定結果の通知を受けた日から４年３月を超えない時期 

3 号組織：前回の評定結果の通知を受けた日から３年３月を超えない時期 

4 号組織：定期事業者検査の実施につき十分な体制を維持することが困難となった時期 

5 号組織：第1号から第3号までに規定する組織であって、同各号に規定する日までに定期事業者検
査の時期が到来しなかった場合は、定期事業者検査を行う時期 

6 号組織：定期事業者検査を行う時期 
又、6号組織とその他の組織とでは受審時期に係る期間算定の開始日が異なりますのでご注意下さい。
⑧　今回の審査対象である全ての電気工作物の定期事業者検査中の最初の検査開始日から最終の検査終了(予定)日までの期間。なお、予定された事業者検査の期間と実際の期間が異なった場合は、実地審査時にその旨をお申し出ください。
⑨　前回の安全管理審査に係る申請日以降で今回の申請までの間に電気事業法第52条に係る溶接安全管理検査を実施した場合は、当該定期安全管理審査時にこの溶接事業者検査実施結果につき審査機関の確認を受けなければなりませんが、これの要否につき（要否）の何れかを選んで下さい。
⑩　事業者検査実施体制について記した文書のことで、これらの事項が複数の文書に渉って記載されている場合はそれらのすべての文書を添付して下さい。
⑪　｢電気事業法第52条に基づく火力設備に対する溶接事業者検査ガイド｣の添付資料4を参照下さい｡
⑫　国から時期変更承認を受領した時に条件が付いている場合は当該条件に適合していることを証明できる記録等を添付して下さい。
記 入 例









